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背景及び目的
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◼ 科学技術・学術政策研究所(NISTEP)において，政府統計調査として，企業
（最新回の調査では，調査客体数：約31,000社）を対象として実施している「全国イノベー
ション調査」の結果については，国際的にも，我が国に関するデータとして国際機
関である経済協力開発機構(OECD) により活用されて公表されている．

◼ また，OECDが実施するプロジェクトに，各国とともに参画することを通じて，秘匿
すべきミクロ・データの管理の観点から国境を越えることができないデータについて，
各国にとっても互恵的に国際的な協調が図られることにより，国際比較可能な形
式により分析が行われている．そして，その成果として，国内だけの結果表章等
だけではわからない，我が国の状況の特徴や動向を知ることができる．

◼ 本発表では，第１研究グループが関わってきているこれらの取組とその成果の一
端を紹介し，国際的な活動にも関わっていることや，我が国での活動が世界的
にも有意義なものであることについてのご理解をいただく機会としたい．



◼ イノベーション指標

◆ 経済活動別イノベーション活動実行企業率（日EU比較）

◆ 研究開発実行当否別イノベーションのための公的支援受給企業率（各国比較）

◼ 研究開発税制優遇措置等に関する分析

◆ OECD microBeRDプロジェクト，第１フェーズの概要とその主な成果

◼ COVID-19対応のイノベーション等の状況の把握

◆ 「全国イノベーション調査」2020年調査における調査事項からの紹介

アウトライン
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統計調査からのデータに基づく国際比較可能な指標の作成
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◼ 枠組み
◆ 分配化アプローチ
◆ 法令によって国外／域外に提供することができないミクロ・データ（個票データ）に基づき，計算された集計データを国際

機関に提供することにより，国際機関において，各国について相互に比較可能な形で指標等のデータが公表される．

◼ 前提として，統計調査については，各国の合意により国際機関において策定された国際標準の事項や調査方法論
等に基づいて，各国において実施する．

◼ 国際機関から，集計表やプログラムが提供される．
◼ 各国は，国際比較可能性を確保するように，適宜，対応関係等を調整しつつ，各国が保有するミクロ・データ

（個票データ）に基づいて，集計表に示される指標の値やプログラムを回した結果の値といった集計データを導出して，
国際機関に提供する．



◼ 企業規模により異なることは，既によく知られている．
◆ 企業規模が大きいほど，一般に企業の活動範囲が拡がることから，多くのまた多様な活動が実行され

ていることから，イノベーション活動実行企業率はより高くなる．

◼ イノベーション活動実行企業率が，企業に対して格付けされる経済活動（産業）によっても
異なることが，日本とEUのデータを相互比較することにより再確認された．

◼ 他方で，一部の経済活動（産業）については，構成される企業規模の観点も含め，イノベー
ション活動実行企業率に相違があることにも傾注してもよい．

経済活動別イノベーション活動実行企業率
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Source: OECD, based on the 2019 OECD survey of national innovation statistics and the Eurostat’s Community Innovation Survey (CIS-2016), http://oe.cd/inno-stats. 日
本のデータは，「全国イノベーション調査」2018年調査(J-NIS 2018)に基づく．



研究開発実行当否別イノベーションのための公的支援受給企業率
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◼ いずれの国においても，研究開発活動実行企業のほうが研究開発活動非実行企業
よりも，イノベーションのための公的支援を受給している企業率が高い．

◼ 日本は，29%の研究開発活動実行企業がイノベーションのための公的支援を受給し
ている；研究開発活動非実行企業におけるイノベーションのための公的支援受給企
業率（日本：7%）は，国際的には若干高い．

Source: OECD, based on the 2019 OECD survey of national innovation statistics and the Eurostat’s Community Innovation Survey (CIS-2016), http://oe.cd/inno-stats. 日
本のデータは，「全国イノベーション調査」2018年調査(J-NIS 2018)に基づく．



◼ 研究開発税制優遇措置

◆ （我が国では）企業等について，その法人税額から，要件を満たす試験研究費に対
して申告に基づき条件により算出された税額が特別控除(tax credit)される制度：
租税措置を用いたインセンティブ制度

◆ 制度や施策の具体的内容は，国によって，また時期によってさまざまに異なり，また
展開されてきている

研究開発税制優遇措置等に関する分析(1/3)

7

Source: https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/hojin/5441.htm Source: https://www.mof.go.jp/tax_policy/reference/stm_report/index.htm



◼ OECD microBeRDプロジェクト，第1フェーズ（2016年–2019年）

◆ 焦点：研究開発インプットの追加性(additionality)

• 2000年–2017年についてOECD加盟20か国のプールされた非開示ミクロ集合データに基
づく国横断的分析：
研究開発税制優遇措置の企業研究開発支出額等への弾力性の推定等

• 企業レベル・データに基づく各国固有の分析：
各国のミクロ・データに直接的に基づき，各国内において個別に，調和された方法論に基づ
き，分配化された方法による回帰分析

研究開発税制優遇措置等に関する分析(2/3)
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研究開発税制優遇措置等に関する分析(3/3)
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◆ プロジェクトに参加して貢献した国々やそれぞれのメンバーについては，OECDより公表
された以下の報告書に記されている：

Source: OECD (2020), “The effects of R&D tax incentives and their role in the innovation policy mix: Findings from the OECD microBeRD project, 2016-19”, OECD 
Science, Technology and Industry Policy Papers, No. 92, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/65234003-en.



◼ B-Index：
“代表的”企業における，税引前限界研究開発支出額

◼ 1–B-Index：
暗黙的（限界）研究開発税補助率(implied R&D tax subsidy rate)

◆ 研究開発支出額1単位に適用される税額控除及び特別税額控除
(tax allowance and credit)の額を示す

◆ 1-B-Indexが高゙いほど，より寛容な(generous)租税優遇措置である

研究開発税制優遇措置に関する「指数」：
暗黙的限界研究開発税補助率 1–B-Index
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研究開発支出額に関する暗黙的税補助率：日本
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Source: OECD (2019), “R&D Tax Incentives: Japan, 2019”, www.oecd.org/sti/rd-tax-stats-japan.pdf, Directorate for Science, Technology and Innovation, December 
2019.

◼ 法人税は，黒字企業を対象として課されることから，繰越税額控除額限度超過
額等の繰越控除制度が適用された期間（2009年–2014年）を除いては，黒
字企業についてのみ正となる．

◼ 大企業を対象としても，2003年度に，試験研究費の総額に係る税額控除制
度（総額型）が導入されたことから，大きく変化している．



研究開発支出額に関する暗黙的税補助率：国際比較
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Source: OECD (2020), “The effects of R&D tax incentives and their role in the 
innovation policy mix: Findings from the OECD microBeRD project, 2016-19”, 
OECD Science, Technology and Industry Policy Papers, No. 92, OECD Publishing, 
Paris, https://doi.org/10.1787/65234003-en.

◼ 黒字である小規模企業を対象とした
研究開発支出額に関する暗黙的税
補助率とその変遷について示している．

◼ 日本は，OECDメンバー国で研究開
発税制優遇措置を有している国々の
中では，1–B-indexは中位に位置
しているほか，制度上，2003年以
降，あまり変化が見られないことが窺
える．



企業研究開発に係る直接的政府資金配分額及び
研究開発税制優遇措置額：日本
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Source: OECD (2019), “R&D Tax Incentives: Japan, 2019”, www.oecd.org/sti/rd-tax-stats-japan.pdf, Directorate for Science, Technology and Innovation, December 
2019.

◼ 2004年より，2003年度税制改正を受けて，国全体の研究開発税制優遇措
置額の占める割合が大きくなっている．

◼ 直接的政府資金配分（委託費及び補助金）額は，漸減している．



企業研究開発に係る直接的政府資金配分額及び
研究開発税制優遇措置額：国際比較
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Source: OECD (2019), “R&D Tax Incentives: Japan, 2019”, www.oecd.org/sti/rd-tax-stats-japan.pdf, Directorate for Science, Technology and Innovation, December 
2019.

◼ 日本は，企業研究開発に係る直接的政府資金配分額と研究開発税制優遇
措置額の合計では，OECDメンバー国を中心とした国際比較上，中位に位置し
ている．



◼ 弾力性 η

• η > 1 ： 弾力的

• η < 1 ： 非弾力的

◼ たとえば，

◆ 1–B-indexが変化したとき，研究開発支出額はどの程度変化するか？

• η > 1： 1–B-indexの変化による，研究開発支出額の変化がより大きい

• η < 1： 1–B-indexの変化による，研究開発支出額の変化がより小さい

（参考）弾力性(elasticity)
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企業研究開発支出額増加における政府支援の推定有効性
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Source: OECD (2020), “How effective are R&D tax incentives? New evidence from the OECD microBeRD project”, Directorate for Science, Technology and Innovation 
Policy Note, OECD, Paris, http://www.oecd.org/sti/microberd-policy-note.pdf. 

◼ 直接的政府資金配分と同様に，研究開発税制優遇措置によっても研究開発
支出額の増加を誘発する．



研究開発税制優遇措置のインパクトの相違
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Source: OECD (2020), “How effective are R&D tax incentives? New evidence from the OECD microBeRD project”, Directorate for Science, Technology and Innovation 
Policy Note, OECD, Paris, http://www.oecd.org/sti/microberd-policy-note.pdf. 

◼ 企業規模が小さいほど，また，研究開発投資水準が低いほど，研究開発税制優遇
措置による研究開発支出額の増加をより大きく誘発する．



政策手段類型別及び研究開発類型別の応答性の相違
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Source: OECD (2020), “How effective are R&D tax incentives? New evidence from the OECD microBeRD project”, Directorate for Science, Technology and Innovation 
Policy Note, OECD, Paris, http://www.oecd.org/sti/microberd-policy-note.pdf. 

◼ 研究開発税制優遇措置については，試験的開発（開発研究）のほうが，直
接的資金配分については，基礎研究及び応用研究のほうが，それぞれより応答
性が高い．



企業研究開発支出額増加における研究開発税制優遇措置
及び政府支援の有効性：各国比較
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Source: OECD (2020), “How effective are R&D tax incentives? New evidence from the OECD microBeRD project”, Directorate for Science, Technology and Innovation 
Policy Note, OECD, Paris, http://www.oecd.org/sti/microberd-policy-note.pdf. 

◼ 国により，また政府支援の制度によっても，誘発される研究開発支出額の増加
における有効性の程度については差異が見られる．



企業研究開発支出額増加における研究開発税制優遇措置
政策変更の有効性
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Source: OECD (2020), “How effective are R&D tax incentives? New evidence from the OECD microBeRD project”, Directorate for Science, Technology and Innovation 
Policy Note, OECD, Paris, http://www.oecd.org/sti/microberd-policy-note.pdf. 

◼ 研究開発税制優遇措置政策変更について，その有効性についても差異が見ら
れる．

◼ なお，日本については，2003年度における税制改正（中小企業に加えて大企
業への総額型の適用）が分析対象となっている．



◼ 各国のミクロ・データ（個票データ）等（研究開発統計に基づくミクロデータ，並
びに研究開発税制優遇措置に関するデザイン（措置内容）に関する情報（構
成情報），各国集計データ及びミクロ・データ＜日本については，研究開発税
制優遇措置のミクロ・データは非利用＞に基づいた，国際的に調和され分配化さ
れたアプローチによる分析から，企業研究開発支出額の増加に対して，政府直
接的資金配分（委託費及び補助金）も研究開発税制優遇措置も，ともに有
効性（研究開発インプットの追加性(additionality)）を有することが確認され
た．

◼ 有効性の程度については，国，措置の内容，企業規模，実行される研究開
発の類型によって差異が見られる；国の間での差異については，政策変更，措
置内容，政策のアウトカムとの関係に関するさらなる詳細な分析の必要性を示し
ている．

◼ 企業規模がより小規模であったり，研究開発支出額がより少額であったりするほど，
研究開発支出額の増額を誘発する上での研究開発税制優遇措置の効果がより
高い傾向が見られる．

研究開発税制優遇措置に関する分析：主な所見
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◼ 今年度に実施している政府統計「全国イノベーション調査」2020年調査
(J-NIS 2020)において，以下の内容も含めている：

◆ COVID-19に対応するためのプロダクト・イノベーション及びプロセス・イノベーション
の実現

◆ COVID-19がイノベーション活動に与えた効果・影響

COVID-19対応のイノベーション等の状況
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COVID-19に対応するためのプロダクト・イノベーション及び
プロセス・イノベーションの実現
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COVID-19がイノベーション活動に与えた効果・影響
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◼ データとして示される結果を，単にそのまま利用するだけではなく，その背景にある
実態に関する情報についても適宜把握しながら，慎重に解釈して利用していくこと
も重要であろう．

◼ 科学技術やイノベーションに係る取組は，国際的に共通して実施されているもの
であることから，また，科学技術・イノベーション政策の形成・執行は，主に国レベ
ルで実施されているものであることから，科学技術・イノベーションに関する測定に
ついて国際比較可能性を確保し．国際比較可能なデータを踏まえつつ行うことが
不可欠となっている．

◼ 統計調査等から得られるデータについては，その利用範囲に一定の制約があるが，
その中で国際的に互恵的にも，できるだけ有用に利用していくことが行われている．

◼ このような取組に，NISTEPは，我が国より，永年，貢献してきている．

おわりに
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